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研究成果の概要（和文）：本研究は、オバマ政権期に実施されたNCLB法の義務免除（waiver）政策、ならびに、
このもとに実施された各州のテニュア関連法の改革動向を分析した。そこでは、連邦教育政策に従い、教員評価
に生徒の学力テストの結果を活用し、この評価結果を教員の身分や処遇に反映する改革が各州共通に実施されて
いることが明らかとなった。また、これら米国の改革と類似する日本の状況を2014年の地方公務員法改正を素材
として分析した。本研究では、テニュア法を基礎とする米国と、公務員法に基礎をおく日本の教員法制の相違に
も関わらず、評価を通じた教員の身分保障や労働条件の切り崩しが共通してなされていることを明らかにした。

研究成果の概要（英文）：The reporter analyzed on the federal NCLB waiver policy brought by the Obama
 administration and on how state governments responded to it. Reinforcing framework of the Race to 
the Top program, the NCLB waiver required state government to introduce unified teacher evaluation 
system based on student test scores and to use it for consideration of personnel decisions including
 tenure, salary, and dismissal of teachers. Under this federal policy, many states reformed not only
 teacher evaluation system, but also tenure laws and collective bargaining laws making teacher 
evaluation high-stakes. By analyzing the new personnel assessment system in Japan, reporter also 
examined the similarities of the teacher law reforms between the U.S. and Japan. It was found that, 
despite the differences of traditional teacher laws in each country, new teacher evaluation 
transformed not only ways of evaluation but whole of teacher law system and weakened the job 
security and working conditions of teachers.
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１．研究開始当初の背景 
 本研究開始時は、日本の公務員法制の激動

期にあたり、公立学校教員の法的地位に多大

な影響が予想される状況にあった。具体的に

は、第一に、全国的な動向として行われてい

た公務員制度改革の動向がこれにあたる。

2011年に国会提出された「国家公務員の労働

関係に関する法律案」は、人事院制度を廃止

し、公務員に団体交渉権等を付与するなど、

労働法モデルによる制度改革を基本構想と

していた。第二に、地方政府を主体とする教

員法制改革があり、大阪府・市では 2012 年

に「職員基本条例」が制定され、首長が設定

する教育振興基本計画の目標とその貢献度

を教員評価に連動させ、さらにはこの結果を

降任、免職処分に直結させる内容が盛り込ま

れた。本研究は、このような背景から教員に

身分保障を与えることの制度的意義、および、

あるべき具体的制度を、米国の教員身分保障

制度である「テニュア」（tenure）との比較

によって検討することを趣旨としている。 
 
２．研究の目的 
本研究の目的は、公立初等中等学校教員を

対象とする米国独自の身分保障制度である

「テニュア」を素材として、①教員の身分保

障をめぐる制度原理の解明と、②具体的な法

制度の解明を行うことにある。教員の身分保

障が切り崩される日本の法状況にあって、米

国においては、なぜ教員にテニュアという特

殊な身分保障法が構成される必要があった

のか、また、それが現段階において如何なる

法制度を形成しているのかを分析すること

により、教員の身分保障の意義と、あるべき

法制度モデルを提示することを目的として

いる。 

 
３．研究の方法 
研究の目的において示された①テニュア

法の制度原理に関する研究においては、各州

テニュア法の立法目的、制定経緯を検討する

ことにより、教員の身分を保障する意義＝制

度原理を明らかにする。また、②の現行法制

度に関する研究にあたっては、各州テニュア

法の法構造を分析するとともに、学区レベル

における制度運用・実態に関する調査を行う

こととした。なお、本研究課題の遂行中、米

国では連邦政府主導による教員法制改革が

急激に進められたことから、②現行法制に関

する分析を先行させ、さらに、この法制改革

に重要な影響を与えている教員評価法制に

ついても分析を加えることとした。また、日

本でも 2014 年に地方公務員法が改正され教

員の身分保障に重大な影響をあたえていた

ことから、日米の教員法制改革の比較研究分

析を行った。 

 
４．研究成果 

（１）第一に、各州のテニュア法改正に影響

力を及ぼしている連邦政府主導の教育政策、

なかでも、オバマ政権期に実施された NCLB

法の義務免除（waiver）政策に関する分析を

行った。NCLB法の義務免除政策は、連邦教

育省長官が、一定の条件を満たした各州政府

を法定の義務から免除（waive）する仕組み

である。そのなかでも教員政策、特に各州の

教員評価施策に関しては、強度の条件付けが

なされている。この義務免除の認定条件のも

とで、各州政府は、教員評価に生徒の学力テ

ストの結果を活用し、この評価結果を教員の

テニュア付与の判断や給与等の処遇に反映

させる制度改革をせまられていることを明

らかにした。 

（２）第二に、これらの連邦教育政策の影響

を受けてなされている各州のテニュア法改

革を分析した。具体的には、ミシガン州にお

ける州統一教員評価制度の政策過程に着目

し、上記の義務免除政策のもと、教員評価の

結果を如何に教員の処遇に結びつけようと

しているのかを分析した。また、カルフォル

ニア州裁判所において、テニュア法の州憲法



違反が問われた Vrgara判決（2014年 8月）

を分析し、本件訴訟がもつ意味を、これまで

の連邦教育政策との関連において検討した。

さらに、教員法制改革が先行するニューヨー

ク 州 の 「 教 育 変 革 法 （ Education 

Transformation Act）」（2015年 4月制定）

を素材として、州レベルにおける教員法制改

革を中央集権化の段階論に位置付けて検討

した。すなわち、NCLB法の制定による第一

段階、「頂点への競争」プログラムによる第

二段階、義務免除政策による第三段階につづ

く、第四段階として州が学区に対して州教育

補助金を通じた介入政策を行いつつあるこ

とを検証した。 

（３）第三に、これら米国の教員法制改革と

類似する日本における教員法制改革に関す

る分析を行った。まず、2012 年に大阪府・

市において制定された一連の教育関連条例

ならびに職員基本条例を分析し、地方公務員

法に定められる教員の法定身分保障が、条例

によって「切り下げ」られていることを分析

した。また、2014 年 5 月に改正された地方

公務員法の分析を行い、同法によって導入さ

れた人事評価制度が、成果にもとづく処遇を

導入する点で、米国の教員評価政策と共通す

ることを明らかにした。一方、その主眼は地

方公務員の人件費削減にあり、行政改革の一

環として実施されている点に日本的特徴が

ある。本研究では、米国におけるテニュア法

を基礎とする教員法制と、公務員法に基礎を

おく日本の教員法制の法制度上の相違が存

在しつつも、教員の身分保障や労働条件の切

り崩しが両国の政策に共通して行われてい

ることを明らかにした。 

（４）なお、本研究期間が、上記のような日

米における教員法制改革の激動期に重なっ

たため、現行法制改革の研究成果発表を先行

せざるを得なかったが、テニュア法の制度原

理、法制史に関する研究も当初の予定通り遂

行しつつあり、近日中に研究成果を発表する

予定である。 
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